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■ はじめに 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」という。）により

教育委員会は、毎年その権限に属する事務の管理及び執行の状況について、点検及

び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、

公表することと定められています。 

 本報告書は、効果的な教育行政の推進を図るとともに、市民への説明責任を果た

すため、平成３０年度に実施した事業から評価対象事業を抽出し、教育に関し学識

経験を有する方々で構成する「甲賀市教育行政評価委員会」の知見を活用しながら

点検及び評価を実施した結果をまとめたものです。 

 

 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）（抜粋） 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により 

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の 

規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及 

び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作 

成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

   ２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学 

識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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■ 点検・評価の流れ及び結果 

１．点検・評価の流れ 

  令和元年度の甲賀市教育行政評価は、事業担当課が作成する点検・評価シー 

トによる担当者評価から始まり、教育委員会事務局次長による２次評価、引き続 

き甲賀市教育行政評価委員会による各事業担当課へのヒアリング、現場踏査の結 

果から合議制により最終評価が決定しました。 

  その結果は、「令和元年度甲賀市教育行政評価答申書」として答申されまし 

た。 

これらの点検評価結果を参考に、事業の「必要性」、「有効性」及び「効率性」 

などの分析的評価を加えながら今後の事業の方向性を判断し、次年度以降の事業 

規模及び手法の改善等、教育委員会の今後の取り組み（具体的方策等）を検討し、 

本報告書を作成しました。 

 

 

２．事業別点検・評価の結果   

  
事業担当課  点検・評価事業名 

担 当

者 評

価 

２ 次

評価

最 終

評価

教育総務課 ①学校給食事業 Ａ Ａ Ａ 

学校教育課 ②子どものいじめ問題対策事業 Ａ Ａ Ｂ 

③学校安全体制整備推進事業 Ａ Ａ Ｂ 

④ＩＣＴ教育環境整備事業（小学校・中学校） Ａ Ａ Ｂ 

⑤ふるさと甲賀地域学習推進事業（小学校・中学校） Ａ Ａ Ｂ 

社会教育スポーツ

課 
⑥社会教育コーディネーター設置事業 Ｂ Ｂ Ｂ 

⑦図書館サービス事業 Ｂ Ａ Ａ 

⑧金の卵プロジェクト事業（文化） Ｂ Ｂ Ｂ 

⑨ゴルフ振興事業 Ｂ Ｂ Ｄ 

歴史文化財課 ⑩文化財防災管理補助事業 Ａ Ａ Ａ 

 

３．事業別検証結果 次頁資料「教育委員会施策の点検・評価シート」のとおり 
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１．甲賀市教育行政評価委員会の構成 

  甲賀市附属機関設置条例に基づき下記のとおり委嘱しました。人数：５人 

  委員名簿            （資料「甲賀市附属機関設置条例」参照）  

役 職 氏 名 分 野 任 期 

委員長 田村 勝代 教育行政経験者 平成２８年５月１日～平成２８年５月３１日 
平成２８年６月１日～平成３０年５月３１日 

 平成３０年６月１日～令和２年５月３１日 

副委員長 名倉 勇 学校教育経験者 平成３０年６月１日～令和２年５月３１日 
 

委員 東 直美 社会教育経験者 平成３０年６月１日～令和２年５月３１日 
 

委員 中井 れい子 社会教育経験者 平成２８年５月１日～平成２８年５月３１日 
平成２８年６月１日～平成３０年５月３１日 
平成３０年６月１日～令和２年５月３１日 

委員 望月 善博 民間企業経営者等 平成３０年６月１日～令和２年５月３１日 
 

 

２．甲賀市教育行政評価委員会の活動経過 

  甲賀市教育行政評価委員会は、点検・評価対象事業を選定し、教育委員会事務

局が行った事務事業に対して、事業担当課からヒアリングを実施しました。 

  ヒアリングにおける説明や質疑、現地踏査を踏まえ、委員ごとに各事業を評価

し、教育行政評価委員会として、評価結果の決定及び答申書を作成されました。 

  委員会の活動経過は、下記のとおりです。 

日   時 内    容 

令和元年 5 月 31 日（金） 

10 時 00 分～11 時 00 分 

 第１回甲賀市教育行政評価委員会 

・ 令和元年度教育行政評価の進め方等について 

・ 会議の公表について 

令和元年 6 月 28 日（金） 

9 時 30 分～12 時 35 分 

 第２回甲賀市教育行政評価委員会 

・ 点検及び評価の対象事業の選定について 

 

令和元年 8 月 22 日（木） 

9 時 00 分～11 時 42 分 

 第３回甲賀市教育行政評価委員会 

・ 最終評価にかかるヒアリング実施 ４事業 

  （社会教育スポーツ課） 
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令和元年 8 月 28 日（水） 

13 時 30 分～17 時 00 分 

 第４回甲賀市教育行政評価委員会 

・ 最終評価にかかるヒアリング実施 ５事業 

（教育総務課、歴史文化財課、学校教育課） 

令和元年 9 月 20 日（金） 

8 時 40 分～12 時 30 分 

 第５回甲賀市教育行政評価委員会 

・ 最終評価にかかるヒアリング実施 １事業  

・ 学校現場視察  （伴谷東小学校６年１組） 

  （学校教育課） 

令和元年 10 月 10 日（木） 

9 時 00 分～12 時 30 分 

 第６回甲賀市教育行政評価委員会 

・ 事業別最終評価の確定及び所見について 

 

令和元年 10 月 28 日（月） ・ 甲賀市教育行政評価答申書提出 

 

 

３．点検・評価の対象となる事業 

 （１）対象事業 

点検・評価の対象は、地教行法第２１条で「教育委員会の職務権限」と規 

定されている事業で、「甲賀市教育振興基本計画」により計画されている主 

要施策等を中心に評価を行いました。     

  

 （２）対象事業の選定方法 

    点検・評価対象事業の選定作業は次の方法で選定しました。 

    Ⅰ 各委員が評価すべき事務事業を抽出。 

    Ⅱ 抽出された事務事業を必要に応じて、事業担当課の概要説明を求め 

        ながら委員の合議制により１０事業を最終決定。 

 

４．点検・評価の視点 

  評価項目は、「目的の必要性」、「成果の有効性」、「手法の効率性」とし、

評価については、事業の効率性だけではなく、大局（教育的見地から必要か）か

ら局部（施策を実施するためのコストは適正か）へ分析的評価を行いました。 

  また、分析的評価を踏まえて今後の事業の方向性（事業の規模、手法の改善）

を判断しました。 
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５．評価基準 

 施策の目標に対して、「必要性」、「有効性」及び「効率性」等を総合的に判

断し、下記に示す５区分から達成度を評価しました。 

 

評価 評価基準 

 

Ｓ 

予想以上に効果的で優

れた取り組みを行ってい

る 

○ 予想以上に効果的で他の事業にも影響を与える等優れた

取り組みを行った 

○ 活動及び施策の目的達成に向けて予想以上の成果を上げ

た 

○ 課題や問題点が全くなかった 

 

Ａ 

順調に達成している ○ 効果的で優れた取り組みを行った 

○ 活動及び施策の目的達成に向けて大きな成果を上げた 

○ 課題や問題点はほとんどなかった 

 

Ｂ 

概ね順調に達成している ○ 効果的な取り組みを行った 

○ 活動及び施策の目的達成に向けて一定の成果を上げた 

○ 課題や問題点が多少残った 

 

Ｃ 

達成見込みであるが一部

課題がある 

○ 取り組みを行った 

○ 活動及び施策の目的達成に向けて多少の成果を上げた 

○ 課題や問題点が多く残った 

 

Ｄ 

達成に向け困難な課題

がある 

○ 取り組みを行わなかった 

○ 活動及び施策の目的達成に向けて成果が上がらなかった 

○ 大きな課題や問題点が多く残った 

 

 

 

 

評価に関する論理的な流れ 

 

必要性          有効性          効率性 

    （教育的な見地から）      （必要性を踏まえて）      （必要性・有効性を踏まえて） 

    そもそも事業として必要か      効果的な手法か          効率化の余地はないか 
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■ おわりに 

 

 甲賀市教育委員会では、本市のめざす教育の姿を明確にするため、総合的な施策

の根本を定めた「甲賀市教育大綱」を具体化するための「第３期甲賀市教育振興基

本計画」（令和元年度からの５年間を計画期間とする）を策定いたしました。 

 これまでも、効果的な教育行政の推進を目的に、学識経験者の知見を活用しなが

ら主要施策を中心に担当課等の担当者評価及び内部評価を踏まえ、効果的な教育行

政に取り組んできたところですが、さらに、事業効果を高めるＰＤＣＡサイクルを

確立する有効な手段として、この点検・評価を最大限に生かし、今後も、継続的に

改善や工夫に取り組みながら、市民の皆様によりご満足いただけるサービスの提供

と説明責任を果たせるよう努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  



○甲賀市附属機関設置条例 

平成２５年１２月１８日 

条例第３５号 

改正 平成２７年６月１５日条例第１７号 

平成２８年３月９日条例第３号 

平成２８年６月２２日条例第１８号 

平成２９年３月３０日条例第５号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるものの

ほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項に基づき、

市の設置する執行機関の附属機関について必要な事項を定めるものとする。 

（設置等） 

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その担任する事

務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定めるとおりとする。 

２ 委員は、執行機関が委嘱し、又は任命する。 

３ 別表の規定にかかわらず、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、

執行機関が規則で定めるものとする。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（甲賀市総合計画策定審議会条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

（１） 甲賀市総合計画策定審議会条例（平成１７年甲賀市条例第１号） 

（２） 甲賀市特別職報酬等審議会条例（平成１７年甲賀市条例第２号） 

（３） 甲賀市公有財産審議会条例（平成２０年甲賀市条例第４３号） 

（４） 甲賀市公共下水道事業審議会条例（平成１７年甲賀市条例第２４号） 

資料 



（５） 甲賀市文化のまちづくり審議会条例（平成１７年甲賀市条例第２７号） 

（６） 甲賀市史編さん委員会条例（平成１７年甲賀市条例第１８号） 

（経過措置） 

３ 前項の規定による廃止前のそれぞれの条例による附属機関及びその委員は、こ

の条例の規定による相当の附属機関及びその委員となり、同一性をもって存続す

るものとする。この条例の施行の際執行機関が定めているところにより置かれて

いる委員会その他の合議制の機関及びその委員についても、同様とする。 

４ 付則第２項の規定による廃止前のそれぞれの条例の規定による附属機関に係る

諮問、答申その他の行為は、この条例の規定による相当の附属機関に係る諮問、

答申その他の行為とみなす。前項後段に規定する委員会その他合議制の機関に係

る諮問、答申その他の行為についても同様とする。 

付 則（平成２７年条例第１７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行後、最初に委嘱される甲賀市地域福祉計画審議会の委員の任期

は、別表の１の表の規定にかかわらず、平成２９年３月３１日までとする。 

付 則（平成２８年条例第３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の甲賀市附属機関設置条例に定める甲賀市公共下水道事業審議会及びそ

の委員は、甲賀市下水道審議会及びその委員となり、同一性を持って存続するも

のとする。 

付 則（平成２８年条例第１８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成２９年条例第５号） 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

１ 市長の附属機関 



名称 担任する事務 委員の構成 委員

数 

委員の任

期 

甲賀市総合

計画審議会 

総合計画の策定及びその推

進に関する事項について調

査し、審議すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） その他市長が適

当と認める者 

２０

人以

内 

２年 

甲賀市公共

交通活性化

まちづくり

推進協議会 

持続可能なまちづくりの概

念を基本とした公共交通体

系及び基本構想策定につい

て調査及び研究し、審議する

こと。 

（１） 市長が指名する

職員 

（２） その他市長が適

当と認める者 

２５

人以

内 

１年 

甲賀市国際

化推進委員

会 

国際化推進計画の策定につ

いて調査し、審議すること。

（１） 市民 

（２） 各種団体等の代

表者 

（３） その他市長が適

当と認める者 

１０

人以

内 

１年 

甲賀市特別

職報酬等審

議会 

議会の議員の議員報酬の額

及び特別職の職員で非常勤

のものの報酬の額並びに市

長、副市長及び教育長の給料

の額について審議すること。

（１） 市内の公共的団

体等の代表者 

（２） その他市長が適

当と認める者 

１０

人以

内 

委嘱の日

から審議

が終了す

る日まで

甲賀市指定

管理者選定

委員会 

公の施設の指定管理者の選

定に関する事項について審

査すること。 

（１） 学識経験を有す

る者 

（２） 公の施設の利用

者 

（３） その他市長が適

当と認める者 

５人

以内 

２年 

甲賀市行政 行政改革に関する事項につ （１） 学識経験を有す１０ ２年 



改革推進委

員会 

いて調査し、審議すること。 る者 

（２） その他市長が適

当と認める者 

人以

内 

甲賀市公有

財産審議会 

公有財産の取得、管理及び処

分について調査し、審議する

こと。 

（１） 学識経験を有す

る者 

（２） 市長が指名する

職員 

（３） その他市長が適

当と認める者 

７人

以内 

２年 

甲賀市入札

監視委員会 

市が発注する公共工事等に

関する入札及び契約の適正

化を図るために必要な事項

について調査し、審議するこ

と。 

（１） 学識経験を有す

る者 

（２） その他市長が適

当と認める者 

５人

以内 

２年 

甲賀市地域

福祉計画審

議会 

社会福祉法（昭和２６年法律

第４５号）第１０７条に規定

する地域福祉計画の策定及

びその推進について調査し、

審議すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） 地域福祉関係団

体の代表者 

（４） 社会福祉事業関

係団体の職員 

（５） その他市長が適

当と認める者 

１５

人以

内 

２年 

甲賀市商工

業振興計画

審議会 

商工業振興計画の策定及び

その推進について調査し、審

議すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） 商工業関係団体

の代表者及び構成員 

（４） その他市長が適

１８

人以

内 

２年 



当と認める者 

甲賀市男女

共同参画審

議会 

男女共同参画社会の形成に

関する基本的かつ総合的な

事項について調査し、審議す

ること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） その他市長が適

当と認める者 

１５

人以

内 

２年 

甲賀市観光

振興計画審

議会 

観光振興計画の策定及びそ

の推進について調査し、審議

すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） 観光等産業関係

団体の代表者及び構成

員 

（４） その他市長が適

当と認める者 

１２

人以

内 

２年 

甲賀市下水

道審議会 

下水道事業の経営、将来計画

及び健全な運営並びに汚水

処理に関する事項について

調査し、審議すること。 

（１） 受益者の代表者 

（２） その他市長が適

当と認める者 

２０

人以

内 

２年 

甲賀市立信

楽中央病院

経営評価委

員会 

病院改革プランの改定並び

に実施状況を点検及び評価

し、審議すること。 

（１） 医療関係者 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） 関係行政機関の

職員 

（４） 福祉関係者 

（５） その他市長が適

当と認める者 

６人

以内 

３年 

甲賀市水口

医療介護セ

ンター経営

経営計画の改定並びに実施

状況を点検及び評価し、審議

すること。 

（１） 医療関係者 

（２） 介護関係者 

（３） 学識経験を有す

８人

以内 

３年 



評価委員会 る者 

（４） 関係行政機関の

職員 

（５） 福祉関係者 

（６） その他市長が適

当と認める者 

２ 教育委員会の附属機関 

名称 担任する事務 委員の構成 委員

数 

委員の任

期 

甲賀市教育

行政評価委

員会 

教育委員会の権限に属する

事務の管理並びに執行状況

の点検及び評価結果につい

て調査し、審議すること。

（１） 教育関係者 

（２） その他教育委員

会が適当と認める者 

５人

以内 

２年 

甲賀市教育

支援委員会 

特別な支援を必要とする乳

幼児、児童及び生徒の適切

な就学支援その他の教育支

援に関し、必要な事項につ

いて調査、審議及び助言す

ること。 

（１） 医師 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） 関係教育機関の

職員 

（４） 関係行政機関の

職員 

（５） 教育委員会が指

名する職員 

（６） その他教育委員

会が適当と認める者 

３５

人以

内 

１年 

甲賀市青少

年自然体験

活動推進委

員会 

青少年を対象とした安全で

効果的な自然体験活動の普

及推進について調査し、審

議すること。 

（１） 学識経験を有す

る者 

（２） 青少年関係団体

の代表者 

（３） 関係行政機関の

１０

人以

内 

２年 



職員 

（４） 教育委員会が指

名する職員 

（５） その他教育委員

会が適当と認める者 

甲賀市文化

のまちづく

り審議会 

文化芸術の振興及び施設に

ついて調査し、審議するこ

と。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） その他教育委員

会が適当と認める者 

１５

人以

内 

２年 

３ 選挙管理委員会の附属機関 

名称 担任する事務 委員の構成 委員

数 

委員の任

期 

甲賀市投票

区域編成審

議会 

投票区域の編成に関する事

項について調査し、審議す

ること。 

（１） 市民を代表する

者 

（２） 選挙管理委員会

が指名する職員 

（３） その他選挙管理

委員会が適当と認める

者 

１５

人以

内 

委嘱の日

から審議

が終了す

る日まで

 


